
交通政策審議会交通体系分科会
第２回地域公共交通部会 長野県提出資料

令和７年８月25日
長野県知事 阿部 守一

資料２



１ 地域公共交通への公的関与の強化

○人口減少の影響等による、輸送需要の縮小・事業者収益悪化

○乗務員の人手不足・高齢化が年々深刻化

⇒路線バスの赤字を貸切バス等の利益で補填する構造は限界にきており、交通事業が事業者の自助努力を前提として存続する
ことは困難（国や県の支援が不十分）

⇒県内でもバス路線の減便・廃止が発生しており、県民等の移動に影響を与えるとともに新たな「交通空白」が生じる可能性

現状・課題

信州型広域バス路線支援制度

運行経費
補助

支援方式 運行経費の1/2を支援単価とし、走行距離に応じた定額補助方式

支援
スキーム

1㎞当たり支援単価 × 実車走行キロ = 支援額

1㎞当たり
支援単価

運行実績と地域単価の低い方の1/2+処遇改善に要する経費

処遇改善
加算

1km当たり運行経費×経費に占める人件費割合×２か年分の賃上げ率

支援上限 運行経費 - 運行収益

バス事業維持・
確保補助

「持続的な路線の維持・確保に向けた取組」を実施した事業者に対し、
運行経費補助対象路線の運行経費の10％を上限に支援

【基本方針】 【制度詳細】

論点
○これまでの公共交通は事業者の自助努力・欠損補助が基本だった。都市圏を除く地方においてはパラダイムシフトが必要で
あり、民営ではなく行政主導による取組が必要ではないか

○長野県では信州型広域バス路線支援制度を創設、欠損補助の発想を越えて取組を実施。地域の暮らしを支えるためには公共
交通が不可欠であることから国においても公共交通の支援に係る財源を飛躍的に増大させることが必要ではないか

（令和７年度国土交通省 道路関係予算：２兆3,137億円 地域交通関係予算：209億円 ※この他社会資本整備交付金等あり）

○単なる赤字補填にとどまらない県独自の新たな支援制度を
構築し、公的関与を強化（事業者の経営基盤強化）

○利用実態に即した運行形態、走行経路へ見直した路線を支援
対象路線に（最適な交通ネットワークの構築）

○処遇改善に必要な経費を支援単価に加算（人材の確保・定着）

○新たな支援制度でも、運行の維持が困難な場合は、沿線
市町村の協力（財政負担）により路線の維持・確保を図る
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２ 地域公共交通に係る地方分権及び規制緩和

バス タクシー・日本版ライドシェア 公共ライドシェア

現状・課題

・路線や運賃認可等を含めた規制は国の権限
であり、また、路線の運行実績等のデータ
も国に集約

・地域間幹線系統や地域内フィーダー系統の
要件・支援内容は国が決定

・タクシーの営業区域外旅客運送の手続が
煩雑で突発的な需要に対応できない

・日本版ライドシェアは、許可されるまでに
時間を要し、突発的な需要に対応しづらく、
また、法定協議会で議論する仕組みとなっ
ていない

・広域連合や一部事務組合、法定協議会が
実施主体となれるか不明確化であり、営利
事業者が主体となることができない

長野県内に
おける取組

・長野県では 「信州型広域バス路線支援
制度」で県独自に「幹線」を整理、支援

・松本市では「エリア一括協定運行事業」に
より「公設民営」型のバス運営に移行

・長野県では令和６年５月に「長野県タク
シー供給不足対策連絡調整会議」を設置し、
情報共有及び課題等を議論

・長野県では平成27年度から事務・権限が
委譲されており主体的に関与

・また、令和６年度から「交通空白」輸送
確保支援事業を創設し、新たに３者が公共
ライドシェアを開始

論点

・地方が独自に幹線やフィーダーを選定・
支援ができるよう基金や新たな交付金の
創設など地方に財源を委ねる必要があるの
ではないか

・タクシーの営業区域外旅客運送について、
ガイドラインの作成や手続の簡略化など
が必要ではないか

・日本版ライドシェアについて、法定協議会
での協議により必要台数を決定するなど、
さらなる規制緩和が必要ではないか

・「交通空白」解消に向けては、多様な形態
による移動（例：複数市町村を跨ぐ輸送を広域連合

 等が担う、スキー場事業者が観光客をスキー場や周辺

観光地へ輸送する）が想定されることから、
実施可能主体の拡大が必要ではないか

総論
○国は安全面を考慮した最低限の規制を行い、その他の事項については、地域の実情に応じた対応ができるよう財源や権限を
これまで以上に地方公共団体へ委ねることが必要ではないか（長野県は公共ライドシェア（自家用有償旅客運送）の事務・権限が委譲
されており、地域の実情に沿った「地域の足」の確保に主体的に関与できている）

○そのうえで、法定協議会のもと、各種公共交通に係るデータを集約することができる仕組みを構築するとともに、各地方公共
団体が事業者や住民との共創により、地域の公共交通に係る事項全般を議論・決定するための仕組みが必要ではないか

各論
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３ 地域公共交通の司令塔のあり方

現状・課題

○人口減少が急速に進展する中、特に小規模な市町村では、人的・財政的リソースは今後さらに不足

○一方、広域的な自治体にわたる事務を共同で処理するために設置される広域連合は、地域公共交通計画の策定主体にはなれず、
また、広域的な取組に対する補助の上乗せなどインセンティブが少ない

長野県内における地域公共交通の司令塔

○令和7年4月に木曽広域連合に「交通政策室」を設置し地域公共交通を牽引

県と町村、広域連合の連携強化、広域幹線の安定した運行・管理体制を確保するため、
執務室を県木曽合同庁舎内の同一空間に設置

体 制：県職員併任3名、町（木曽町から派遣）職員1名、広域連合職員1名
執務室：県木曽合同庁舎3階（県木曽地域振興局企画振興課横）
内 容：木曽郡法定協の事務局として、運行開始までの手続き、運行開始後の管理等を担う

令和８年度には、より県と広域連合との連携強化を図る体制を検討

論点

○「地域における司令塔役」の担い手は、大都市部と地方部では実情が異なることから、誰が中心となるかは一律ではない

○都市圏を除く地方においては、事業者間連携も重要であるが、広域的な自治体間連携がより重要

○小規模市町村の多い地域では、長野県内事例のように、広域連合が「地域における司令塔役」を担うことがあり得るが、
そのような広域的な自治体間連携による取組を後押しするための制度構築が必要ではないか

○南信州広域連合では、「交通空白」解消に向けて「エリア運行管理組織」として
共同運営化の推進

南信州広域連合の取組が「交通空白」解消パイロット・プロジェクト実証事業として採択
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【参考①】長野県地域公共交通計画

自家用車に頼らなくても大きな不便を感じずに誰もが安心して暮らせる持続可能な社
会を実現する。特に通院・通学等の日常生活における移動や観光地への円滑な移動が
確保されている状態を目指す。

モータリゼーションの進展や少子高齢化・人口減少の急速な進行を背景として、地域
公共交通を民間事業者の自助努力のみで維持していくことは困難な状況となっている。
このため、官民連携のもと、行政の主体的な関与により、「社会的共通資本」である
地域公共交通の維持・発展、利便性の向上を図る。

①日常生活における自家用車から公共交通への利用転換
②通院・通学・観光に必要な移動の保証
③公共交通におけるサービスの品質保証

目指す
将来像

基本的
な方針

計画の
目標

保証すべき移動 保証すべきサービスの品質（品質保証）

①ダイヤ・便数
・通院…午前中に通院でき、午後の早い時間帯に帰宅できる
・通学…始業前に通学できる、授業終了後・課題活動終了後

に帰宅できる
・観光…円滑な乗継ができるダイヤ設定＋十分な滞在時間が

確保できる
②決済環境…全県の交通機関で交通系ICカードが整備されている
③情報提供…バス路線情報等を検索できる環境の整備＋最新情報の維持
④拠点整備…主要な交通結節点において、快適な待合が整備されている
⑤定時性確保…朝夕や降雪時等における渋滞対策等が講じられている

公共交通等を利用して…
・通院…圏域の中核的な医療機関に

通院できる

・通学…圏域内の高校に通学できる

・観光…鉄道駅や宿泊施設から圏域
内の主要な観光地へアクセス
できる

施策の方向性

１ 地域公共交通の担い手確保

２ 持続可能な地域公共交通
ネットワークの構築

３ 利用しやすい地域公共交通
の実現

４ 移動における脱炭素化の推進

関係者間の役割分担の原則

地域公共交通ネットワークの構築

県

広域圏間や広域圏内（広域圏内の中心市町と周辺市町村）をつ
なぐ広域的な移動手段（主要幹線、幹線）の維持・確保（バス路
線の運行費支援、地域鉄道路線に係る関係者の話合いの場の設置、
市町村のサポート 等）

市町村
隣接する市町村間や市町村内における移動手段（準幹線、支線）
の維持・確保、観光地へのアクセス確保

事業者
自主運行路線や行政から受託した路線における安全・安心な運行、
利用者ニーズを踏まえたサービスの向上

県民
公共交通の社会的意義を認識し、「乗って残す、乗って活かす」という
意識を持って、日常生活の中で積極的に公共交通を利用する 

●【広域高速交通軸（三大都市間連携）】［例：北陸新幹線、県外高速バス等］ 
交通事業者が主体となって維持・確保を図る。

●【主要幹線（隣接県連携、広域圏間連携）】［例：鉄道、県内高速バス］
県が主体的に関与し、交通事業者や沿線市町村とも連携しながら維持・確保を図る。

●【幹線（圏域中心市町・周辺市町村間連携）】［例：鉄道(別所線、上高地線)、バス(地域間幹線系統)］
県が主体的に関与しつつ、広域圏の中心市町村・沿線市町村・交通事業者等と連携し、維持・確保を図る。

●【準幹線（市町村間連携軸）】［例：路線バス］
沿線市町村が主体的に維持・確保を図る。

●【支線（市町村内連携）】［例：路線バス、デマンド］
市町村が主体的に維持・確保を図る。※観光地へのアクセスは観光事業者とも連携して確保を図る

○県内公共交通機関利用者数 R4：82,180千人 ⇒ R10：100,000千人
○県民一人当たりの公共交通利用回数 R4：40.6回 ⇒ R10：50回
○乗合バス事業者の運転手数 R5：1,313人 ⇒ R10：1,500人

◆目標設定の考え方：コロナ前水準までの回復を目指す

主な指標・
目標値

１ 地域公共交通の担い手の確保
   ・バス・タクシー運転手等の人材確保・育成の取組に対する支援 等

２ 持続可能な地域公共交通ネットワークの構築
   ・地域鉄道路線の維持、安全性向上等

     ・県内高速バス路線の確保・充実
 ・広域的・幹線的なバス路線の維持・確保 等

３ 利用しやすい地域公共交通の実現
   ・キャッシュレス決済環境の整備推進

 ・公共交通情報のオープンデータ化の推進 等

４ 移動における脱炭素化の推進
   ・モビリティマネジメントの推進 等

施策・事業

○令和６年６月に「長野県地域公共交通計画」策定

◆計画区域：長野県全域 ◆計画期間：令和6年度～令和10年度 ◆計画のポイント：「通院」「通学」「観光」の移動保証
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【参考②】長野県における「観光の足」の確保に向けた取組

長野県地域公共交通計画における「観光の足の位置づけ」

目指す
将来像

自家用車に頼らなくても大きな不便を感じずに誰もが安心して暮らせる持続可能な社会を実現する。特に通院・通学等
の日常生活における移動や観光地への円滑な移動が確保されている状態を目指す。

計画の
目標

①日常生活における自家用車から公共交通
への利用転換

②通院・通学・観光に必要な移動の保証
③公共交通におけるサービスの品質保証

保証すべき移動に「観光」を位置付け、「通院」・「通学」とともに品質保証の実現に向けて取組を実施
「観光の足」の確保に当たっては、令和８年６月から導入予定の宿泊税の活用も検討

保証すべき
移動

通院…圏域の中核的な医療機関に通院できる
通学…圏域内の高校に通学できる
観光…鉄道駅や宿泊施設から圏域内の主要な

観光地へアクセスできる

長野県宿泊税の活用による取組

取組の
方向性

・納税者に税導入の効果を実感いただけるよう、施策・地域を極力重点化して実施
・地域の独自性を尊重しつつ、県と市町村が一体となり、施策の方向性を共有した上で観光振興に取り組むため、

市町村交付金制度を創設

想定される
主な使途

①長野県らしい観光コンテンツの充実 （例・自然公園等の利用環境整備 など）
②観光客の受入環境整備

⇒「信州観光ＭａａＳ」の実装及び観光ＤＸの推進 ・観光における移動保証の実現 の取組等を実施
③観光振興体制の充実 （例・観光地経営組織（ＤＭＯ）の機能強化 など）
④市町村交付金

徴税経費を除く税収の最大1/2を市町村交付金として交付し、市町村域における観光振興も推進
⇒市町村域における二次交通の充実への活用も想定

※R8.6.1施行予定

５



【参考③】松本市におけるエリア一括協定運行事業

○路線バスを社会インフラに位置付け、松本市が制度設計・費用負担し、民間事業者が運行

○松本市がバスのルート、運行本数、運賃を設定

項目 松本市のエリア一括協定運行事業の内容

締結主体 松本市・アルピコ交通（株）

協定期間 ５年間【R5.10～R10.9】

協定の概要

・交通サービス購入費として、協定期間内の負担金、負担金算定方法
を規定

・エリア内の赤字及び黒字全ての路線が対象
・官民の役割分担を明示し運行内容を規定
・事業改善に伴うインセンティブは、一定額まで事業者へ帰属

一定額以上は応分に帰属（リスクも同様）

官民の役割分担

松本市 ：運行水準の設定
（ルート・起終点、1日の運行本数及び運賃水準）

アルピコ交通：運行、ダイヤ・仕業の設定、車両調達・修繕・管理
及び事故対応

成果

利用者数

ルート

運行本数

R5 → R6 108,900人増加（4.8％↑）

・市民意見を反映した再編
・幹線、支線の統廃合
・長大路線の分割 → 経費削減、運転手の負担軽減
・交通空白地解消に配慮した路線配置

・運行本数、運行時間帯を乗降データに基づき効率的に設定
・運転手不足による廃止減便なし

・地方公共団体が乗合バス事業者その他の交通事業者との
間において、交通サービス購入費、実施区域、実施期間、
運行系統、運行回数、費用負担その他の実施方法に関する
協定を締結（１対１、１対複数、複数対複数）

・当該協定に基づいて運行系統を運行する事業であって、
利便増進実施計画に当該協定に定められた実施方法に
関する事項が記載されたもの

エリア一括協定運行事業
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【参考④】木曽地域における取組（広域連携による路線の再編・利便性の向上）

木曽地域公共交通計画

基本
方針

地域の日常生活と来訪者の移動を支え持続可能性の
高い公共交通ネットワークの実現

計画の
目標

①地域公共交通ネットワークの再構築
②利便性の向上
③地域公共交通の持続可能性の向上

木曽地域公共交通利便増進実施計画

利便増
進事業
の内容

（１）広域幹線の新設事業
（２）支線の再編・運行事業
（３）統一運賃基準の導入事業
（４）運行環境改善事業（結節点の整備、デザインの共通化 等）

（５）利便性向上事業（キャッシュレス決済、新規車両の導入 等）

（６）利便増進事業に関連して行われる事業（利用促進・啓発）

※R6.3策定（R7.3改定）

※R7.3策定

【利用シーンごとにチラシを作成し広報を予定】

７



【参考⑤】南信州広域連合の取組（広域的に公共交通をシステム化）

○南信州地域は、飯田市を中心に生活、文化、経済等が発展して
きた経過があり、飯田市中心部と他地域を結ぶ圏域住民の足
（公共交通）が必要不可欠

○平成19年に地域の公共交通を担ってきた民間バス事業者が路線
バスの撤退を表明

○平成20年に地域住民の代表や公共交通事業者、福祉・環境分野の
関係者、国・県などの関係機関で構成する「南信州地域交通問題
協議会」を設立（事務局：南信州広域連合）

○平成21年に公共交通に係る全体計画（南信州地域公共交通総合連
携計画）を策定し、個別具体的な運行や利用促進等の事業を実施

これまでの経過

南信州公共交通システム

公共交通の効率化や利便性を向上させる
ため、南信州地域を運行する公共交通を
体系化し、運行上統一されたルールの
もと交通事業者や各自治体が公共交通の
運行を行う仕組みや事業、利用促進の
ためのモビリティ・マネジメント

以後も「南信州地域交通問題協議会」で広域的に公共交通
について議論を実施

８
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